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委員会のこれまでの議論の概要

第１回

［平成31年２
月８日］

第２回

［平成31年3
月20日］

第３回

［令和2年6
月19日］

① 新技術の導入が望まれているニーズの抽出

⇒ インフラメンテナンス国民会議において収集された新技術導入に関する自治体のニーズを整理

② モデルニーズの選定

⇒ ①のニーズから活用可能な新技術の動向を踏まえ、モデルニーズを選定

③ コーディネーター役の検討、マッチング支援

⇒ モデル自治体の選定、ワーキング開催方法の検討

⇒ マッチングのコーディネーターの持つスキル、人選の考え方について検討

④ 新技術導入による効果のとりまとめ

⇒ マッチング結果（有無の双方）について分析・評価、アドバイス

⇒ 自治体での合意形成等を円滑に進めるための必要事項について検討

⇒ 次期サイクルの進め方について検討

⑤ 「新技術導入の手引き（素案）」の作成

⇒ 自治体における新技術活用を促進するためのノウハウの発信方法について検討

委員会委員会 検討事項検討事項

第４回

［令和2年10
月9日］

⑥ 第２サイクルの実施体制について

⑦ 第２サイクルの実施計画について

⑧ WG有識者の推薦、モデル自治体の選定、ニーズ・シーズのマッチングについて

⇒ WG有識者として推薦する有識者、推薦の考え方について

⇒ 検討モデル自治体の選定報告、ワーキング開催方法、ニーズ・シーズのマッチングに向けた現状報告

第５回

［本日］

⑨ モデル自治体による新技術導入による効果のとりまとめ

⑩ 「新技術導入の手引き（案）」の作成（素案の更新）

第
１
サ
イ
ク
ル
（昨
年
度
）

第
２
サ
イ
ク
ル
（本
年
度
）



第２サイクル（本年度）の実施体制・実施内容

インフラメンテナンス新技術・体制等導入推進委員会
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WG （現場試行を実施するモデル自治体ごとに設置）
第２サイクルのモデル自治体において、ニーズとシーズ技術のマッチングや現場試行の
実施に向けて関係者間で議論するWG

新技術導入を推進する仕組み検討、新技術導入の手引き（案）の作成

現場試行の現場提供、現場試行や手引き(素案)活用に関するヒアリング対応

モデル自治体（ニーズ）モデル自治体（ニーズ）

シーズ技術の成果品納品、現場試行や手引き(素案)活用に関するヒアリング対応

シーズ技術（SIP技術開発者、民間企業）シーズ技術（SIP技術開発者、民間企業）

ニーズに適したシーズ技術の提案、現場試行の運営補助、手引き(素案)の更新

コーディネータ（国交省業務受注者）コーディネータ（国交省業務受注者）

コーディネートに対する助言、シーズ技術の推薦・助言

WG有識者（インフラメンテナンス新技術・体制導入推進委員会にて推薦）WG有識者（インフラメンテナンス新技術・体制導入推進委員会にて推薦）



モデル自治体の選定、WGの開催、ニーズ・シーズのマッチング
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モデル自治体
の選定

ニーズ・
シーズの
マッチング

WGの
開催

モデル自治体の選定にあたっては、新技術の導入意向があり、試行に協力していただける市町
村の中から、「①応募自治体が共有可能な課題」、「②マッチングの実現性」、「③社会実装の有
効性」、「④広域的な導入の展開」を考慮し、自治体へのニーズヒアリングも実施した上で、決定。

各モデル自治体におけるWGについては、モデル自治体の地域に精通している有識者や当該

テーマの研究やマネジメントの研究、技術を有している大学や研究機関等の有識者から、自治体

ニーズとシーズ技術のマッチング及び現場試行等に対する技術的助言を得る。

ニーズ・シーズのマッチングにあたっては、SIPインフラで開発された技術（以下SIP技術）を中心

に、自治体ニーズに応じた技術を選定し、現場試行を実施する。

ただし、モデル自治体のニーズに対して、SIP技術以外の技術で対応可能である場合には、WG有

識者からの技術的助言を得つつ、現場への適用性等も考慮し、試行の実施を検討する。
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モデル自治体の募集概要

○新技術の導入意向があり、試行に協力頂ける市町村を公募により募集（公募期間：7/14～8/11）

取組概要

 小規模自治体等が単独で新技術導入を検討するのは困難かつ非効率であるため、自治体横断的な
新技術の普及・展開を図ることを目指す

 市町村は、現場試行にご協力いただけ、新技術の導入意向のある場合に、国土交通省に対して応募
 国土交通省は、応募のあった市町村等と企業等とのマッチングをコーディネートし、現場試行の支援
を実施。本現場試行をモデルケースとして、課題や留意点を整理した上で、新技術の導入を推進する
仕組みを検討

協力していただける市町村

募集内容 ・インフラメンテナンスの効率化に向け新技術の導入を検討する現場

応募主体 ・インフラメンテナンスに悩み・課題を抱える市町村

支援内容 ・地方自治体と技術開発企業のマッチング（コーディネーターによる助言）
・現場試行の運営支援
・現場試行結果を踏まえた自治体内部の合意形成支援
・ワーキンググループの運営支援（プレゼン資料の作成支援、第三者的な観点からのコメン ト、議事録作成など）

募集要件 SIPインフラで開発された技術（以下SIP技術）等の新技術を活用して現場試行を行い、インフ
ラ維持管理に関する課題の解決を目指す市町村（施設管理者）あるいはそれらで構成される
団体。
※SIP技術を想定している場合や複数市町村等による応募は優位に評価。複数市町村等による応募の場合は、都道府県が

含まれても構わない。

▼募集概要
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応募自治体と応募内容の概要

自治
体名

対
象
分
野

対象 課題・悩みの詳細 技術に求める要件 想定するSIP技術

静岡県

静岡市

道
路
・
河
川

・道路構造物
（河川上の橋梁、
地すべり地帯のト
ンネル・舗装）
・橋脚周辺等の局
所的な河床変動

•急流河川では頻繁に流路が変わ
るため河床が安定せず、河川内
に設置された橋梁の基礎の洗掘、
移動・沈下が発生

•地すべり地帯に設置されている
橋梁、トンネル、舗装は、地すべ
り等の地盤変状に伴う損傷が発
生

•突発的に発生し構造物に甚大な
被害を与えるが、予防保全的な
対策は困難

•広域・短時間・移動計測・遠隔操
作などの技術要素を含む地盤や
構造物の観測技術
① 山間地の河川を横過する橋

梁について、河床変動と橋脚
基礎の状況が把握できる技
術

② 山間地の地すべり地帯の橋
梁、トンネル、舗装等について、
構造物と周辺地盤の変状を
広域的に把握できる技術

【①で想定している技術】
・ALBによる洗掘状況把握

【②で想定している技術】
・衛星SARによる変位モニタリング
技術
・レーザーを活用したインフラ
診断技術

山梨県

北杜市

道
路

・道路舗装
（臨港道路等にも
適用可能と想定）

•近年の大型車両の交通量の増
加により、わだち掘れや亀甲状
のクラックが多数発生

•予算に制限があることから、全市
道の調査・解析・対策の検討は
困難

•走行・空撮・その他の方法による
舗装面の劣化・損傷状況の調査
及び解析

•地方自治体でも導入可能なコスト
（成果が得られる範囲内）

•スマートフォンによる路面性状把
握システム
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モデル自治体の選定の考え方

○市町村を中心とした“モデル自治体”を２自治体程度選定する。
○今後、モデル自治体を主体としたＷＧを開催し、新技術とのマッチング・現場試行を実施する。
○その際、過年度作成した「新技術導入の手引き（素案）」を活用し、手引きの課題の抽出、改定
に反映させる。

＜選定の考え方＞

①応募自治体が共有可能な課題

新技術の導入にあたって、応募自治体の多くが共有し、参考とすることができる

課題であることが望ましい。

※ニーズが大きいもの

③社会実装の有効性

新技術導入による当該課題の解決が、社会的に大きな影響（効果）を与えるもの

であることが望ましい。

※社会的に見た効果が大きいもの

④広域的な導入の展開

新技術の導入について、特に単独での検討が難しい小規模自治体などを含めた

広域的・自治体横断的な導入の展開が期待できるテーマであることが望ましい。

※垂直連携・水平連携による展開

②マッチングの実現性

新技術の導入を推進する仕組みを検討するにあたって、有効なニーズ・シーズ

マッチングの形成が期待できるテーマであることが望ましい。

※ＷＧによるマッチング・現場試行への進展

＜選定の考え方＞＜選定の考え方＞

（参考資料）



モデル自治体の選定

○静岡県静岡市 、 山梨県北杜市 を選定した。

①共有・活用可能な課題 ②マッチングの実現性 ③社会実装の有効性 ④広域的な導入の展開

• 洗堀・地すべり等、多くの

市町村で普遍的と考えられ

る課題である。

• 新技術に求める要件

（機能）を具体的に

提示しており、WG

による有効なニー

ズ・シーズマッチン

グが期待できる。

• 自然災害が激甚化する中で、急

流河川での下部工洗堀や地すべ

りなど、災害対応としての変位

把握の重要性は高い。

• 同市は過年度点群データの活用

方法についても検討しており、

点群データの取得から活用に至

る総合的な効果が期待できる。

• 災害に脆弱な箇所に

おける自治体横断的

（垂直・水平連携）

な検討が期待。

基礎の洗堀・地すべりの変位を広域的に把握する技術静岡市静岡市

市道全体の舗装の損傷を、安価・高速に点検する技術北杜市北杜市

①共有・活用可能な課題 ②マッチングの実現性 ③社会実装の有効性 ④広域的な導入の展開

• 舗装の損傷（わだち等）は、

多くの市町村で普遍的と考

えられる課題である。

• 新技術に求める要件

及び想定対象箇所を

具体的に提示してお

り、WGによる有効

なニーズ・シーズ

マッチングが期待で

きる。

• 多くの市町村で維持補修の予算

が限られており、保有する舗装

全体を点検することは難しい。

• 予算内で早く調査・解析・対策

できる技術を実装したい市町村

は多い。

• 多くの市町村の施設

管理・財政状況等、

同様の状況であるこ

とから、自治体横断

的（垂直・水平連

携）な検討が期待。
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（参考資料）



各WGの有識者の選定
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基礎の洗堀・地すべりの変位を広域的に把握する技術静岡市静岡市

氏名 所属・役職 専門・推薦理由

今井 龍一 法政大学デザイン工学部
都市環境デザイン工学科
教授

専門：国土空間・都市活動の計測・分析
昨年度の静岡県WG委員

今泉 文寿 静岡大学学術院
農学領域 教授

専門：森林防災工学（砂防・治山）
地域の地すべり等に精通

竹内 渉 東京大学
生産技術研究所 教授

専門：環境・災害リモートセンシング
衛星画像処理などの空間情報技術を中心とし、人間活動による環境への影
響の計測技術の開発に精通（SIP:SAR関係）

市道全体の舗装の損傷を、安価・高速に点検する技術北杜市北杜市

氏名 所属・役職 専門・推薦理由

今井 龍一 法政大学デザイン工学部
都市環境デザイン工学科
教授

専門：国土空間・都市活動の計測・分析
昨年度の静岡県WG委員

齊藤 成彦 山梨大学
土木環境工学科
教授

専門：構造工学・地震工学・維持管理工学、構造解析学
道路の日常点検のためのスクリーニング計測システムの開発とそのデータ分
析手法の構築等に精通、地域に精通

前川 亮太 国立研究開発法人
土木研究所
道路技術研究グループ
舗装チーム

専門：舗装マネジメントに関する研究
舗装技術に精通



静岡市ＷＧ 現場試行の結果及び評価
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静岡市



静岡市の概要
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◇面積 約1,400㎢ （東西約50㎞×南北約80㎞）
◇人口 約70万人

国道 県道 市道 計

55,053 424,905 2,711,458 3,191,416

◇静岡市管理道路延長 約3,190km

単位：ｍ 令和2年4月1日現在

◇橋梁数 2,610
◇トンネル数 35



静岡市の求める技術
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【ニーズ①】橋梁付近の河床・基礎変状
・急流河川が多く流路が安定しない
・橋梁の基礎の洗掘、移動、沈下等が発生

【ニーズ②】構造物の広域的な変状把握
・山間部では地すべりや土砂崩れが多い
・地盤変状に伴う舗装等の損傷が発生

・河床の変動や橋脚基礎の状況が
把握できる新技術を活用したい

・構造物と周辺地盤の変状を広域的に
把握できる新技術を活用したい

ALBの検討 SARの検討
（補完技術としてレーザー打音を併用）
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静岡市WG 実証スケジュール（～2021/3月）

○ニーズ①ALB技術の検討については、技術企業との調整が整わず実施を見送った。

○ニーズ②SAR及びトンネルレーザー打音について現場実証を実施した。SARは机上にてデータ
解析を行い、トンネルレーザー打音は令和3年2月25日（木）に新日本坂トンネルにて現地調査を行
い、結果について分析した。

現場実証の過程で、「新技術導入の手引き（素案）」の活用についても検証

ニーズ①
河床変状

ニ
ー
ズ
②

広
域
変
状
把
握

ALB

シーズ技術
（案）

衛星
SAR

レーザー
打音

2020/12 2021/1 2021/2 2021/3

ニーズ・
シーズの
マッチング

ニーズ・
シーズの
マッチング

ニーズ・
シーズの
マッチング

現場試行に向けた調整

現場試行に
向けた調整

現場試行

現場試行に向けた調整 現場試行
試行
結果の
評価

試行
結果の
評価



静岡市WG

衛星SARによる現場試行の結果および評価
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実証概要（使用衛星データ・ 諸元）

14

COSMO-SkyMed
（Xバンド・伊）

ASNARO-2
（Xバンド・日）

TerraSAR-X
（Xバンド・独）

Sentinel-1
（Cバンド・欧）

ALOS-2
（Lバンド・日）

バンド 波長

Xバンド 約3cm

Cバンド 約6cm

Lバンド 約25cm
Radarsat-2
（Cバンド・加）

使用衛星

衛星名 Sentinel-1

バンド Cバンド

撮像期間 2017年1月～2020年12月

枚数 48枚

軌道方向 南行軌道

分解能 約20m×約5m

 本実証の静岡市の関心対象は、海岸部(橋梁、路面、斜面)、山間部(橋梁、路面、斜面)である
 主な関心対象が橋梁、路面等の構造物であるため、反射強度が強く、構造物の変位計測に向いてい

るCバンドのSentinel-1を使用する
 衛星の波長の違いにより変位計測の精度、植物の透過率、物体からの反射強度に違いがある。本実

証では波長の短いCバンド衛星を使用するが、波長の長いLバンドは植生による透過率が高いため、
特に山間部においては、LバンドとCバンドを併用することで、植生域の計測点をより多く捉えられ
る可能性がある



実証概要 （静岡市関心箇所と実証箇所、測量データ一覧）
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No. カテゴリ 静岡市関心箇所 SAR解析結果 測量データ 実証内容

1 海岸部 ①新日本坂トンネル付近 出入口付近あり － 光学画像、公開情報からSAR解析結果で
特異点が見られる箇所を考察する

2 ②静岡焼津線 大崩対策事業箇所
石部隧道～焼津市境 約1.5kmの路面、斜
面、石部隧道

一部あり 動態調査あり：局所的 測量データ(動態調査、各計測器結果)と
SAR解析結果を検証する

3 ③安倍川 静岡河川事務所航空レーザー測
量範囲
南安倍川橋、静岡大橋、安倍川橋付近

・安倍川橋：あり
・静岡大橋：一部あり
・南安倍川橋：一部あり

航空レーザ測量 SAR解析結果を時系列でグラフ化し、解析
期間内の橋梁の変化を考察する

4 山間部 ①口坂本付近 県地すべり調査箇所(県道
27号線)
斜面、井川湖御幸線の路面

・口坂本温泉浴場付近あり
・井川湖御幸線沿いの中河
内川付近あり

航空レーザ測量：口坂
本付近北側

光学画像、公開情報からSAR解析結果で
特異点が見られる箇所を考察する

5 ②三ツ峰落合線 起点～臥龍橋下
路面、斜面、京塚橋・横沢洞門・権現橋・臥
龍橋付近

・横沢洞門北部の斜面あり
・臥龍橋より東の三ツ峰落
合線沿線の斜面等あり

－ 光学画像、公開情報からSAR解析結果で
特異点が見られる箇所を考察する

6 ③南アルプス公園線 大沢戸橋～大間
路面、斜面

大間地区一帯あり － 光学画像、公開情報からSAR解析結果で
特異点が見られる箇所を考察する

 実証箇所は、静岡市の関心箇所及びSAR解析結果、測量データから選定した。
 実証内容は、各種一般公開情報からSAR解析結果を考察するとともに、一部において測

量データとの検証を実施した。



実証概要（解析結果全体：海岸部）
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【解析結果サマリ】
【海岸部】

①

①

②

③

③

③

撮像期間：2017/1～2020/12

① 新日本坂トンネル付近
トンネル出入り口付近

 出入口付近で一部衛星から遠ざかる
変位を計測

② 静岡焼津線
石部隧道～焼津市境

 動態調査と傾向（安定）が一致している

③ 安倍川
安倍川橋、静岡大橋、南安倍川橋

 静岡大橋で気温と変位の相関関係あり

共通
 植生が少なく、建造物がある箇所で計

測点を取得

南安倍川橋

静岡大橋

安倍川橋

新日本坂トンネル
出入口付近

新日本坂トンネル
出入口付近

静岡焼津線



実証概要（海岸部 解析結果② 静岡焼津線）
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孔内傾斜計観測
13年間で3mm

孔内傾斜計観測
12年間で90mm

縦目計観測
1年で-0.02mm

地盤伸縮計
1年で-0.3mm

地盤伸縮計
1年で5.4mm

動態調査
2017年以降安定

※数値は概算値で、変位の方向も計測方法によって異なります。

大崩対策事業に対する観測業務報告一覧
【考察】
 SARの解析と最も比較しやすい地表面の変

位を計測している動態調査と比較したとこ
ろ、位置は若干ずれているが、”安定”して
いるという傾向が一致している

 植生のない箇所（A法面、B処理場、C断崖
絶壁）で計測点が取得できる

(A)

(B)

(C)

引用： 平成31年度 維駿委第16号 (一)静岡焼津線大崩対策事業に伴う計器観測業務 業務報告書

安定(-0.2mm/年)

(A)

(B)
(C)
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気温と強い相関あり

□：グラフ作成箇所

Google Earth

実証概要（海岸部 解析結果③：静岡大橋の時系列変位グラフ）

 桁橋構造は荷重に抵抗する梁
を下部構造に載せただけの構
造のため、温度変化に伴うた
わみや伸縮が表れたと考える

桁橋構造
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トラス構造
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実証概要（海岸部 解析結果③：安倍川橋の時系列変位グラフ）

□：グラフ作成箇所

気温と相関なし

Google Earth

 トラス構造は荷重や温度変化
に伴うたわみや伸縮が接続部
分に集約されるため、温度に
よる伸縮が顕著に表れないと
考える



実証概要（解析結果全体：山間部）
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【山間部】

③

①

②

撮像期間：2017/1～2020/12

【解析結果サマリ】

① 口坂本付近
口坂本温泉浴場付近、井川湖御幸線沿い

 計測点として得られた箇所では、大きな変位
(5mm/年以上)は見られなかった

② 三ツ峰落合線
横沢洞門北部、臥龍橋より東の三ツ峰落合線
沿線

 法面の擁壁で計測点を取得。約2mm～4mm/
年程度、衛星から遠ざかる結果。

③ 南アルプス公園線
大間地区

 法面の擁壁や建造物で計測点を取得。

共通
 植生が少なく、建造物がある箇所で計測点を

取得
 植生領域の計測には、Lバンドを併用すること

で、より計測点が取得できる可能性がある



静岡市による「衛星ＳＡＲ」の評価と課題について
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①実用化に向けた有効性の検証が不足している

②費用対効果が得られるような工夫が必要である

評 価

①広範囲の面的な変状を把握する技術として有効活用できる可能性がある

・植生等の障害物が無い範囲において、構造物や地表面の経年の変状を面的に
把握できる可能性がある。

②橋梁の点検や調査を補完する技術として有効活用できる可能性がある

・橋梁の全体的な挙動について付近の地盤や河床の状況を含めて
経年の変状を把握できる可能性がある。

課 題



静岡市における「衛星ＳＡＲ」の活用に向けた今後の検討事項について
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①有効性の検討

・今回ＳＡＲで変状が見られた橋梁・道路等について、現地測量等の比較を含めた
モニタリングを進め、引き続き本技術の計測制度、有効性や活用方法等について
さらなる検討を進める。

・舗装、道路土工構造物、及び法面・斜面等の点検・調査や地震等災害時の
緊急点検への活用検討を行う。

②費用対効果向上の検討

・単独の構造物を対象に調査を実施すると費用が割高となる。
広域で経年の変状を把握できる特性を活かすため、国、県、隣接する市町、
及び庁内関係各課と連携し、本技術の共同活用について検討を行う。

・静岡県等が検討を進める３次元点群データ関連事業や、
浜松市が静岡大等と進めている衛星測位を用いた実証実験プロジェクト等
との連携を図り、効率的・効果的に検討を進める。

今後の検討事項



静岡市WG

レーザー打音による現場試行の結果および評価

23



実証概要（実証箇所、技術概要）
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実施箇所：追い越し車線（右側）の「外力によるひび割れ」、「打ち継ぎ目のうき」、「うき」を対象とした。
本報告書内には、赤枠部位を記載した。

上記表及び本報告書内の変状展開図は、「平成 27 年度 保維特委 第 1 号 道路トンネル定期点検業務委託（その１）報告書」から抜粋した。（S058-4を除く）

レーザー打音検査：技術概要

	

欠陥

健全

計測結果の表示例 （△）振動スペクトル

i) 健全と判定

欠陥に起因する共振

（○）振動スペクトル

ii) 欠陥と判定

レーザーで表面を振動させると同時に、表面の振動を計測する。
「手を添えて振動を検知する打音検査」に相当。

・遠隔化
・定量化
・デジタル化

寸法：全長8.5m x 幅2.3m x 高さ3.2m
最大重量：約7 t
繰り返し：最大10 Hz
動作環境：5℃〜35℃

レーザー打音検査装置
国土交通省 点検支援技術カタログ（案）TN020003-V0020 



実証の様子

25

実施場所：静岡県静岡市 国道150号 新日本坂トンネル 下り線 追い越し車線側

追い越し車線（規制側）走行車線

レー
ザー

8
3
0
7

3
4
5
0

4
1
0
0

7000

3742

3
6
0
0

5
2
0
0

レーザー
（出射⼝の⾼さは約1.6m）

レーザー管理区域

散乱光がクラス1を超える範囲
（照射点から半径3mの範囲）

保護眼鏡保護眼鏡
（特定波⻑の光を減光する）

レーザー打⾳⾞両

レーザー

 

 

 

レーザー管理区域表⽰板

交通規制区間（ 追い越し⾞線側）

管理区域
正面図

車両の前後 3 m

(全長 約15 m)

カラーコーン

周辺監視員

管理区域
上面図

至 焼津 至 静岡

レーザー打音検査の作業エリア：S001〜S102

レーザー管理区域表示板

レーザー機器の取り扱いは、JIS C6802「レーザー製品の安全基準」
に従って行った。

振動励起レーザー
（白点）

振動励起レーザー
による吹き出し

振動計測用レーザー
（緑線）

1回のスキャン範囲
(0.3m〜0.5m)

吹き出しの反作用により、表面が押される（叩かれる）。



300 mm

S057-1，横断目地のうき

共鳴せず = 打音異常 無し

①変状の無い箇所

②

③

④

⑤

表⾯振動のスペクトル
横軸は周波数（0~10kHz）

2 kHz

1 kHz

2 kHz

1.5 kHz, 3.5kHz

トンネル内の附帯物を避けて、レーザー打音検査を行い、検査員がうきと判定した箇所の検知が可能であるか。
-> 2種類の方法で確認後に計測を実施。うき箇所を検知。

実証結果 課題①

26

58

・打音検査員によりうきと判定された箇所では、
明確な共鳴振動（打音異常）が観測されている。

低周波数での共鳴 = 浅い構造

打音検査員の判定の再現率：69 %

緑：正常
赤：打音異常



実証結果 課題②
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変状写真(H.27)

・内部の状態に起因した共鳴振動の周波数・振幅により、定量的な評価が可能。
・ひびの周辺の微小範囲で打音異常を検知（②、③）。ただし、うき(S057-1)と比較すれば軽微。

・次回の計測と比較することで、打音異常個所の進展度合いの評価が可能。

相対的な打音異常の評価は、

② > ③ >> ① >> ④,⑤

「外力によるひび割れ」に起因したトンネル覆工の状態の定量的な計測が可能であるか。 -> 打音異常として計測可能

H29に補修注入工



静岡市による「レーザー打音」の評価と課題について
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①トンネルの定期点検の補完技術として有効活用できる可能性がある

・定期点検では把握しきれない、ひび割れ周辺の詳細なうき・はく離を検出することにより、
変状原因の推定を適切に行うことができる可能性がある。

②今回の調査では、SARと組み合わせた総合的な検討は実施できなかった。

・Cバンドを使用したため、トンネル上部植生部分のＳＡＲによる調査が実施できなかった。
・ただし、坑口付近の変状やLバンドを使用すれば評価を行うことができる可能性がある。

評 価

課 題

①実用化に向けた有効性の検証が不足している

②費用対効果が得られるような工夫が必要である



静岡市における「レーザー打音」の活用に向けた今後の検討事項について
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①有効性の検討

・本検証では本来うき・はく離を伴うとされている外力性ひび割れ箇所において、
うき・はく離があまり検出されなかったことから、
①レーザー打音調査と人による打音との比較による精度検証
②本検証箇所の外力性ひび割れの可能性についての検討
③外力性ひび割れと確認されている他のひび割れ箇所での本調査技術による検証、
などの検討を行う。

・実用性を高めるため、調査速度の向上についても検討を進める。

②費用対効果向上の検討

・橋梁等他の用途への活用を検討し、用途拡大による費用対効果の向上を検討する。

・適用範囲の拡大を検討する他機関の研究とも連携を図り、効率的・効果的に検討を進め
る。

今後の検討事項
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（参考）静岡市 今後の方針（案）

今後の予定

〇本事業実施結果の課題に対する検討
〇２巡目定期点検において新技術を活用した試行点検の実施
〇新技術を活用した試行工事の実施
〇新技術を導入した３巡目定期点検要領や維持管理計画の改定

・新技術導入について、引き続き検討を進めていく
・今後、課題の整理や試行等を行い、令和６年度（３巡目定期点検開始年度）より
新技術の本格活用を目指す

定期点検

維持・修繕

新技術を含めて最適な調査手法・工法・
材料を選定し効率化・⾼度化を図る

点検要領の整備（従来手法＋新技術）

設計・積算基準類の整備

イメージ図



北杜市ＷＧ 現場試行の結果及び評価
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北杜市



北杜市のニーズ
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○北杜市は2004年に市町村が合併して誕生した自治体。山梨県で最も面積が広く、約1000kmの
市道を管理する必要がある。特に県から移管された道路は交通量が多く、舗装の劣化が著し
い。

（例）市道箕輪・小淵沢線

路線位置
現地の様子

出所：国土地理院（赤字・赤線を追記）
https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html

北杜市撮影



北杜市のニーズ
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北杜市は2004年に市町村が合併して誕生した自治体。山梨県で最も面積が広く、約1000kmの市道
を管理する必要がある。特に県から移管された道路は交通量が多く、舗装の劣化が著しい。

舗装の維持管理について、以下の課題の解決を模索。

 課題① 長寿命化修繕計画の改定
平成25年度に舗装の長寿命化修繕計画を策定したが、既に7年が経過しており、改定が必要で
あると考えていた。

 課題② 補修の緊急性の高い箇所の特定
毎年、舗装補修に充当できる予算は限られている（約3000万円）。管内では舗装の損傷に起因
する損害賠償事故も発生しており、道路管理者として人的被害に発展しないよう、補修の緊急性
が高い箇所を特定したいと考えていた。



北杜市WG

スマートフォンを用いた路面性状評価システムに
よる現場試行の結果および評価
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技術概要

35
出所：SIP技術総覧

○スマートフォン等の小型機器を用いて、路面の性状を安価に検出する技術。
○①スマートフォンの加速度センサーを用いた平坦性（IRI）計測、②小型ビデオカメラの撮影画像
を用いたAI路面変状解析 を実施。

※

※ケニアでは現在、現地高速道路公社（KeNHA：Kenya National Highways 
Authority）において年間道路調査への適用



現場試行 実施計画
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実証概要 JIPテクノサイエンスのDRIMSを用いて、以下①②の技術を試行する。まと
まった量の市道に対して網羅的に計測を行う。

①スマートフォンの加速度センサー
を用いた平坦性（IRI）の計測

②小型ビデオカメラの撮影画像を用
いたAI路面変状解析

機材 機材一式※を準備し、以下各所の業
務用車両に搭載して走行。
・須玉総合支所
・大泉総合支所
・高根総合支所
・長坂総合支所
・白州総合支所

※スマートフォン端末・アプリ。

機材一式※を準備し、以下各所の業
務用車両に搭載して走行。
・須玉総合支所
・大泉総合支所

※小型ビデオカメラ。

実証箇所 平成25年度の点検箇所を中心に、
計約250kmで実証。

特に舗装の劣化が著しい、次頁箇
所（計25km程度）で実証。

日時・期間 2020年12月上旬～下旬
※低速の走行時には精度が落ちるため、同じ箇所を3回程度走行。

安全管理 機材を車両のダッシュボード等に搭載して走行するのみであるため、警備
員等の手配は不要。



現場試行 実証箇所
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①平坦性（IRI計測）

・ 本庁で路線を選定し、DRIMS搭載車で走行する。計250km程度で実証。
・ 実証箇所選定の際には、平成25年度の舗装構造評価装置（FWD）による計測箇所を中心
に、主に1級路線から選定。

②AI路面変状解析

・ 交通量が多いため、市内でも特に舗装の損傷が多い路線（計25km）で実証。

市道江草・小笠原線

市道下黒澤・若神子線市道箕輪・小淵沢線

出所：国土地理院（赤字・赤線を追記）
https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html



現場試行結果

〇機材のセッティング（12/4（金））
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①平坦性（IRI計測）



現場試行結果
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市道箕輪・小淵沢線 （区間123-17） 市道箕輪・小淵沢線 （区間123-19）

・・・

・・・

①平坦性（IRI計測）

IRI   3.0mm/m未満 健全

IRI   3.0～8.0mm/m未満 表層機能保持段階

IRI   8.0mm/m以上 修繕段階

〇道路台帳における路線の区間ごとに、100mピッチでIRIを測定することができる。



現場試行結果
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①平坦性（IRI計測）

IRI   3.0mm/m未満 健全

IRI   3.0～8.0mm/m未満 表層機能保持段階

IRI   8.0mm/m以上 修繕段階

区間 1 2 3 4

道路名
総距離
[m]

計測可
能距離
[m]

IRI単純
平均

総距離
[m]

計測可
能距離
[m]

IRI単純
平均

総距離
[m]

計測可
能距離
[m]

IRI単純
平均

総距離
[m]

計測可
能距離
[m]

IRI単純
平均

市道小笠原・浅尾１号線 6357 6357 4.0 34 17 22.0 1279 1279 4.2 2124 2124 3.2
市道小笠原・上手線 60 60 10.5 1599 1599 8.1 710 710 4.9 104 104 11.2
市道小笠原・浅尾２号線 52 26 10.5 1022 1022 3.7 1205 1205 3.2 2200 2200 2.4
市道上手１号線 1635 1635 3.3 924 924 2.8 1036 1018 3.9 - - -
市道上手２号線 1014 1014 3.8 1315 1315 2.9 1085 1085 3.0 - - -
市道上手３号線 1014 1014 3.8 1315 1315 2.9 1085 1085 3.0 - - -
市道大豆生田・上手線 264 264 4.8 340 340 3.2 568 568 4.3 1396 1396 3.0



現場試行結果
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①平坦性（IRI計測）

〇実施結果

・現場での走行データを基に、IRIは地図上に、WEBブラウザ上のアプリで表示することが
可能。



現場試行結果

〇実施結果

・ビデオカメラ画像から、線状ひびわれ（linear crack）・亀甲状クラック（alligator crack）を検出。

・実証完了時には、ひびわれ画像を地図上でもマッピングすることが可能。

42

②AI路面変状解析

走行動画からのひびわれ検出結果



現場試行結果
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②AI路面変状解析
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現場試行結果（まとめ）
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○本技術を用いた現場試行により、北杜市の環境で、損傷が著しく進行しており、補修対応の緊急
性が高い箇所を特定することができた。

 山間部でGPSの電波が入りにくい環境であっても、IRI・ひび割れ位置を計測でき、地図
上に表記可能であることを確認した。

 IRI・ひび割れ位置の計測結果は、従来の調査方法と概ね一致していた。

市道箕輪・小淵沢線（全体） IRI・AI損傷判定（ひび割れ率）の計測結果

ひび割れ率 [%]
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今後の検討事項：長寿命化修繕計画の改定

45北杜市作成

○平成25年度に舗装の長寿命化修繕計画を策定したが、既に7年が経過しており、改定が必要で
あると考えていた。

○課題① 長寿命化修繕計画の改定に向けて、本技術の導入が効果的であることが判明したた
め、今後は以下のフロー（案）に従って、検討を進める。

H25年度 舗装長寿命化修繕計画の見直し

H25年度の舗装長寿命化修繕計画の
調査結果との比較

A案：従来型の調査方法 B案：新技術による調査方法

（新）舗装長寿命化修繕計画

年間の限られた予算で
必要な箇所を適切な方法で修繕

現場試行を通じて把握できた新技術の内容
①調査結果の精度
②調査費用（従来型との比較）
③他の維持管理業務への発展性
（年間の必要経費含む）



今後の検討事項：補修の緊急性の高い箇所の特定
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○課題② 補修の緊急性の高い箇所の特定についても、本技術の導入が効果的であることが判
明した。

○本技術を導入するにあたり、下記の課題について検討が必要である。

（参考）北杜市の道路管理の現状

 維持管理に携わる職員数
 総合支所（8カ所）で分担して管理している。
 道路管理に携わっている職員数は、技術系3名（北杜市本庁に所属）、事務系8名（総合支所に１名ずつ配置）。

 維持管理に係る予算
 舗装点検費：日常点検（パトロール）については、各総合支所の職員自ら実施している。長寿命化修繕計画策定

等に関わる詳細点検については、毎年定額の予算要求を行っている訳ではなく、必要に応じて予算要求。
 舗装修繕費：年度によって変動がある。2020年度は3000万円程度である。

効果１．本技術を日常的に使用することにより、リアルタイムで路面の損傷状況を把握できる。
課題１．サーバーに蓄積されたデータのチェック機能の整備（職員の体制）

検討１．緊急性の高い補修について、早期対応の体制整備（支所の体制）

効果２．調査と合わせた、他の業務への活用が可能。
（補修履歴の管理、市民からの情報も合わせたデータ管理）

課題２．データのチェック機能及び管理状況の入力（本庁・支所の体制）

検討２．毎年確保できる補修費の予算は、概ね一定している。
この予算の一部を新技術及び管理システム等に充当することは、補修費を圧迫することにな

るため、新技術の有効活用を前提とした予算要求を検討。



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

「インフラ維持管理における
新技術導入の手引き（案）」 について

インフラメンテナンス新技術・体制等導入推進委員会

資料２



「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」改定のポイント
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１．新技術に不慣れな自治体職員を対象に手に取って開いてもらいやすいよう工夫

 タイトルを「インフラ維持管理における新技術導入の手引き」と変更、副題に「～新技術導入は難しくない～」を追加 【P.49】
 新技術に対する抵抗感を払拭するための記載を導入部や手引きの狙いに追加 【P.50、52】
 「KPI」「サマリー」「ブラックボックス」等横文字をわかりやすい表現に修正 【全体】
 想定読者として自治体職員・企業の双方が記載されていたが、自治体職員に明確化 【P.53】
 新技術導入のプロセスを12段階から5ステップに簡素化 【P.55】
 導入プロセスについて各ステップの進め方の事例（3事例）を紹介 【P.56】
 新技術だけではなく既存技術も含めた中で、適切な技術を活用することを明記 【P.57】
 新技術を通じて収集したデータ・映像等の所有権について契約に留意する点を記載 【P.78】

（主な改定点）

２．新技術導入のポイントとなる予算確保、現場試行、調達方法について、より詳しい記載を追加

 新技術導入の判断基準として「有効性」「コスト縮減」「業務量削減」の3つを例示 【P.62】
 維持管理に関する補助・交付金事業において新技術活用の検討が要件化等されることを記載 【P.65】
 調達方法として、プロポーザル方式に、総合評価方式、価格競争方式を加え、新技術の成熟度に応じた調達方法を紹

介し、共同開発・現場試行を含めた中から、調達の際にどの方式を取ればよいかの考え方を整理 【P.73】
 会計検査院による指摘を例示し、新技術を導入しなかった場合のリスクを明示 【P.64】

（主な改定点）

３．参照のため具体例や参照先を追加

 ５自治体の新技術導入等の事例を巻末に記載するとともに、各項目においても、該当する事例を重複して追加 【P.81】
 ２自治体の包括的民間委託の契約方法・検討事例を追加 【P.87】
 新技術における相談問合せ先や情報掲載先を参考資料として追加 【P.89】
 新技術の情報収集のために新技術情報提供システム（NETIS)やインフラメンテナンス国民会議のピッチイベントを詳しく

紹介 【P.59】

（主な改定点）
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「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

タイトル・サブタイト
ルを手に取ってもら
いやすいように更

新。
写真を追加
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「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

新規追加



2021.2.12「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

I. はじめに

• １．手引きのねらい 2

• ２．手引きの活用方法 2

II. 新技術導入の手順

• １．サマリー 3

• ２．新技術導入プロセス 4

• 「インフラ維持管理における課題の明確化」における重要事項 5

• 「新技術等に関する情報収集」における重要事項 6

• 「入手情報から導入可否及び導入方法を判断」における重要事項 7

• 「導入の意志決定及び予算獲得に向けた説明」における重要事項 9

• 「共同開発・現場試行」における重要事項 11

• 「調達」における重要事項 12

• 「新技術の実導入」における重要事項 13

• 「導入後の評価」における重要事項 15

• 「技術自体や運用面の改善・改良」における重要事項 16

III.あとがき 17

IV. 参考情報

• １．関連するウェブサイト 18

• ２．本手引きに関する問い合わせ先 18 
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大きく５段階で整理

追加

追加



2021.2.12「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

2

Ⅰ．はじめに

 インフラの老朽化が進展し、施設管理者や技術者の減少が進む中で、インフラが長期にわたり健全性を

維持してストック効果を発揮し続けるためには、限られた人員で膨大なインフラを適切に維持管理する必

要があります。

 そのためには、維持管理業務の質を維持したうえで、業務効率をこれまで以上に向上させる必要があり、

そのための課題整理と解決策の整理・実行が求められているところです。このうち、解決策の一つとして、

新技術の活用が期待されています。

 上記の状況を踏まえ、本手引きは、自治体における新技術活用を促進するための仕組みの一つとして、

維持管理業務に新技術を導入する際に工夫すべき点や留意すべきポイントについて整理することで、新

技術の導入を加速化し、横断的な展開を促進することを目的に作成されています。

１．手引きのねらい

２．手引きの活用方法

 本手引きにはインフラの維持管理業務に新技術を導入するにあたり工夫・留意すべき事項がまとめてあ

ります。新技術導入の検討段階や実際に調達を進める際に参考にしてください。

 なお、本手引きは以下のような読者・ユースケースを想定して作成されています。

※本手引きの内容は特定のインフラ種別のみに適用されるものではないため、対象となるインフラ種別は必

要がない限り明示しておりません。

※実際に新技術の活用を進めるにあたっては、本手引きも参考にしつつ、法令、ガイドライン、手引き等に

従って検討を進めてください。

※本手引きの内容をさらに充実させるための検討を行っており、今後本手引きの内容が更新される可能性

があります。

自治体において各種インフラの
維持管理業務を担う職員

インフラ維持管理における新技
術を有する企業の社員

 現場の逼迫度合い等から新技術の導入に対

し強いニーズを持つものの、合意形成段階の

イメージが持てない

本手引きを参照することで、上司や議会の

説得等、新技術導入に向けた活動を開始

 インフラ維持管理に関する新技術を保有して

いるものの、自治体の活用実績が伸び悩んで

いる

本手引きを参照することで、自治体との適切

な関係性の構築方法を把握

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

52

「ねらい」に新技術導入の位置づけを明示

新技術導入に自信の無い自治体の方も手に取っ
てもらいやすいよう、追記
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維持管理業務に新技術を導入する際に工夫すべき点や留意すべきポイントについて整理することで、新

技術の導入を加速化し、横断的な展開を促進することを目的に作成されています。

１．手引きのねらい

２．手引きの活用方法

 本手引きにはインフラの維持管理業務に新技術を導入するにあたり工夫・留意すべき事項がまとめてあ

ります。新技術導入の検討段階や実際に調達を進める際に参考にしてください。

 なお、本手引きは以下のような読者・ユースケースを想定して作成されています。

※本手引きの内容は特定のインフラ種別のみに適用されるものではないため、対象となるインフラ種別は必

要がない限り明示しておりません。

※実際に新技術の活用を進めるにあたっては、本手引きも参考にしつつ、法令、ガイドライン、手引き等に

従って検討を進めてください。

※本手引きの内容をさらに充実させるための検討を行っており、今後本手引きの内容が更新される可能性

があります。

自治体において各種インフラの
維持管理業務を担う職員

インフラ維持管理における新技
術を有する企業の社員

 現場の逼迫度合い等から新技術の導入に対

し強いニーズを持つものの、合意形成段階の

イメージが持てない

本手引きを参照することで、上司や議会の

説得等、新技術導入に向けた活動を開始

 インフラ維持管理に関する新技術を保有して

いるものの、自治体の活用実績が伸び悩んで

いる

本手引きを参照することで、自治体との適切

な関係性の構築方法を把握

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」
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「手引き（案）」の想定する読者を
自治体職員に明確化



 技術導入の手順 

技術導入プロセスの概要 

2021.2.12「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

3

Ⅱ．新技術導入の手順

１. サマリー

新技術のメリットは、インフラ管理者・点検実施主体の双方にもたらされる

新技術の主な導入方法は主に3パターンある

新技術導入のカギは、リーダーシップと情熱、トップの巻き込みと現場の理解醸成である

インフラ管理者
（自治体など）

点検実施主体
（建設コンサルなど）

業務実施

 従来よりも少ない人数で
維持管理業務を行うこと
ができた！

 データを活用することで
住民説明がより説得的
にできるようになった！
等

 これまでよりも短時間で
業務ができるようになり
生産性が向上した！

 データを活用することでイ
ンフラ管理者とのコミュニ
ケーションが円滑になっ
た！ 等

ぴったりの技術はなさそうだ
けど何とかならないかな。。

あの技術が良いって聞くけ
ど試してみようかな。。

良い技術であれば実際の
点検に使ってみようかな。。

【共同開発】

大学や研究機関と共同で、課題にマッチした

新技術を開発

【現場試行】

新技術を管理下の現場で試すことで使い勝

手を評価

【プロポーザル方式による調達】

点検業務として新技術の活用を含んだ提案

を受け付け

インフラ管理者
（自治体など）

組織のトップ
（首長など）

維持管理担当
部局

財政部局

現場の点検職員
（直営の場合）

 新技術の導入は、我が市の目
指す方向性に合致する！

 財政部局や広報部局を巻き込
んで推進すべきだ！

 中長期的にみて、財政面のメ
リットがありそうなので新技術向
けの予算確保を検討しよう！

 新技術を活用することで維持管
理業務はこんなに楽になるの
か！

継
続
的
な
働
き
か
け

リーダーシップと
情熱

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」
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自治体職員が読むことを前提に、横文字は
極力使わず、読みやすい表現に修正
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4

Ⅱ．新技術導入の手順

２. 新技術導入プロセス

インフラ維持管理にお
ける課題の明確化

入手情報から導入
可否及び導入方法
を判断

導入の意志決定及
び予算獲得に向けた
説明

共同開発・現場試
行

新技術の実導入

導入後の評価

技術自体や運用面
の改善・改良

 本手引きが前提としている新技術の導入プロセスは以下に示す通りです。

 以降のページでは、新技術導入プロセスの段階ごとに詳細なポイントを整理しています。

各段階における重要事項

維持管理の方法で改善・改良したい点（＝課題）を
点検要領やガイドラインの項目レベルにまで明確化する

１

専門家に相談する2

ページ

5

6

団体内での導入可否の判断基準・必要情報を明確化する3

新技術導入効果を定量的に整理した
庁内説明資料を準備する

5

7

9

庁内他部署や他機関と連携し、協力体制を築く6

新技術の導入効果を客観的に評価するために、
大学や研究機関の有識者を含めた体制を構築する

7

10

11

プロポーザル方式等によって調達する
（プロポーザル方式による調達が理想的）

8

現場職員に新技術の使い方を理解してもらう
※直営で維持管理業務を実施する場合

9

12

13

KPI（目標の達成度合いを計測するための指標）を
定め、新技術導入前後の違いを具体的に把握する

11

KPI （目標の達成度合いを計測するための指標）の
結果や現場の声を踏まえて改善点・改良点を明らかにする

12

15

16

調達

新技術等に関する情
報収集

課題にマッチした新技術の有無によって適切な導入方法
を判断する

4 8

新技術を用いた点検データを管理できる体制を整える10 14

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

12段階あったステップ
について、内容をまとめ
５ステップに整理
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「手引き（案）」「手引き（案）」

2021.2.12「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

「手引き（素案）」「手引き（素案）」

実際に各自治体の検討の進
め方の具体例を明記

56
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Ⅱ．新技術導入の手順

「インフラ維持管理における課題の明確化」における重要事項

維持管理の方法で改善・改良したい点（＝課題）を
点検要領やガイドラインの項目レベルにまで明確化する

１

 新技術の導入は、それ自体が目的ではなく、業務高度化・効率化のための手段です。

 まずは現状を踏まえて何を改善・改良したいのかを整理しましょう。

 なお、点検要領やガイドラインが整備されている通常の維持管理業務への新技術導入を検討する場

合、点検要領やガイドラインに記載されている項目のうちどの部分を高度化・効率化したいのかをイメー

ジすることが重要です。

 これにより、「企業と話し合いを始めた際に技術の適用範囲・適用条件を誤解してしまった」、「実際に

技術を使ってみたが思ったような結果がでなかった」といったような事態を予防できます。

・
・
・

何
が
課
題
で
あ
る
か

電子データを活用することで点検結果の経年比較を容易に行いたい

点検結果の質のバラつきを減らしたい

これまで十分に点検ができていなかった箇所の点検をしたい

（特殊機器がないと点検できない箇所や予算の関係で後回しになっていた要点検箇所等）

新技術を活用することで点検を直営化しコスト削減分を修繕に充てたい

ポイント：新技術の活用事例を探してみましょう

 自治体Aは、「この新技術を使うことでコストを圧縮することができます」と言われ新技術を活用してみ
た。しかし、限られた条件下でのみコストを圧縮できることが後ほど判明した。

 事前に「どのような条件で効果を発揮するのか」「どのような業務で効果を発揮するのか」を確認するこ
とが重要です。

事例：事前確認不足で期待した効果が出ない

インフラ ドローン 実証

ニュース記事や地方公共団体・
企業のニュースリリース

●●市で△△の
実証実験を実施

 実証実験の概要

・・・

 本格運用時に期待される効果

・・・
 実証に取り組む背景

・・・

【例】

 インターネットで新技術の活用事例を調べること
ができます。事例紹介の中で、新技術の活用に
よりどのような問題が解決されたのかが示されて
いる可能性があります。

 活用事例はニュース記事や地方公共団体や企
業のニュースリリースに含まれている可能性があり
ます。

 ただし、インターネットで検索できる情報には詳
細なデータは含まれていないことが多いため、あく
まで参考情報として捉えてください。特に関心が
ある情報は発信元に問い合わせるのも手です。

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

新技術だけではなく既
存技術も含めた中で、
適切な技術を活用する

ことを明記
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着眼点の例を追加

事例集の例を追加
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Ⅱ．新技術導入の手順

「新技術等に関する情報収集」における重要事項

専門家・企業に相談する２

 現状の問題意識に合った新技術等があるかを探す際には、パソコンを使ったウェブ調査と専門家への相

談を並行して行うようにしましょう。

 専門家に相談する際には、何が課題であるのかを明確に伝えるようにしましょう。

専
門
家
・
企
業
へ
の
相
談

コンサルタントに相談

地方整備局、開発局等へ
相談

インフラメンテナンス国民会
議の公認フォーラムへ相談

地域の大学（土木系の学
科）に相談

 自治体Bの職員は道路面の点検業務をいかに効率化するかという課題意識を持っていた。
 そんなおり、戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）のイベントに参加したところ、課題を解決でき
るかもしれない研究成果を持つ大学の先生と出会い、その結果、新技術の共同開発まで行きついた。

 専門家との接点を増やすことで、自身のニーズに合うプレイヤーと出会う確率を上げることが重要です。

事例：明確な課題意識が専門家との協働に繋がった

 新技術に関心のある、国・公共団体・企業等が集まってい

るため検討の初期段階に相談するのに向いています。

 都道府県や政令市等で普段から地方整備局、開発局と

接点がある主体が相談するのに向いています。

 全国で事業を展開する建設コンサルタント、新たな取組に
前向きな建設コンサルタント、技術面の知見があるシンクタ
ンク・コンサルティング会社に相談するのも手です。

 地域の大学に土木系の学科がある場合には相談してみる

と協働に繋がる可能性があります。

 インフラメンテナンス国民会議は、① 革新的技術の発掘と社会実装、② 企業等の連携の促進、③
地方自治体への支援、④ インフラメンテナンスの理念の普及、⑤ インフラメンテナンスへの市民参画
の推進を目的として、趣旨に賛同し活動に意欲のある企業、研究機関、施設管理者、市民団体等
が連携するプラットフォームです。

紹介：インフラメンテナンス国民会議

マッチングイベントに参加／
マッチングイベントを実施

 イベントに参加／イベントを実施し、自治体の具体的な課

題を企業に直接伝えることも有効です。
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ステップ(1) 担当部局内での事前検討 

インフラ維持管理における課題の明確化 

 まずは、各自治体において、維持管理に係る課題を明確化することが最も重要です。 

 例えば、日常の点検をより広範囲で安価に実施したい、修繕計画を立案するためにより詳細に施設の状

況を把握したいなど、自治体・対象施設等により課題は様々です。 

 何を解決したいのかを明確化した上で、新しい技術だけでなく既に実践している技術も含め、より適切な

手法を検討する必要があります。 

 検討に際しては、地方整備局や大学の有識者、インフラメンテナンス国民会議地方フォーラム窓口、既

に技術を導入し課題解決に踏み出している自治体担当者に問い合わせることなども課題解決の一助と

なると考えられます。 

 

 

技術に関する情報収集 

 課題の明確化と並行して、技術に関する情報を、幅広に収集、閲覧することを勧めます。 

 

 着眼点：課題の検討内容（例） 

 自治体における維持管理上の課題が、予算（単費）の不足であれば、「単費を使用する点検作業のコ

スト縮減を図る手法」に着眼し、検討を進めるなどが考えられます。 

 技術面での解決を検討する際には「NETIS」や「点検支援技術性能カタログ（案）」を調査し、課題

に該当する技術を調べ、技術保有者に問い合わせることなどが考えられます。 

 また、職員による直営で点検を進めることにより課題解決を図る場合には、ドローン点検技術等を直営で

点検できるよう職員教育に取り組むほか、維持管理の技術を保有する企業から技術的支援等をもらうこ

とも考えられます。 

 さらに、国等の技術実装支援などの情報にもアンテナを高く張っておくほか、インフラメンテナンスに係る情報

として、地方整備局や大学の有識者、インフラメンテナンス国民会議地方フォーラム等窓口に問い合わ

せることも解決の糸口をつかむきっかけとなることが期待されます。 

 

本手引きの巻末（参考資料）に、具体的な情報収集先のWEB サイトや、地方整備局などの問合せ先に

ついて記載しています。まずはWEBサイト・問合せ先から、情報収集をおこなってみましょう。 

WEBサイト（NETIS等）や地方整備
局、大学等、各地域における相談先・情報
参照先を参考資料に明記（巻末）
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ステップ(1) 担当部局内での事前検討 

インフラ維持管理における課題の明確化 

 まずは、各自治体において、維持管理に係る課題を明確化することが最も重要です。 

 例えば、日常の点検をより広範囲で安価に実施したい、修繕計画を立案するためにより詳細に施設の状

況を把握したいなど、自治体・対象施設等により課題は様々です。 

 何を解決したいのかを明確化した上で、新しい技術だけでなく既に実践している技術も含め、より適切な

手法を検討する必要があります。 

 検討に際しては、地方整備局や大学の有識者、インフラメンテナンス国民会議地方フォーラム窓口、既

に技術を導入し課題解決に踏み出している自治体担当者に問い合わせることなども課題解決の一助と

なると考えられます。 

 

 

技術に関する情報収集 

 課題の明確化と並行して、技術に関する情報を、幅広に収集、閲覧することを勧めます。 

 

 着眼点：課題の検討内容（例） 

 自治体における維持管理上の課題が、予算（単費）の不足であれば、「単費を使用する点検作業のコ

スト縮減を図る手法」に着眼し、検討を進めるなどが考えられます。 

 技術面での解決を検討する際には「NETIS」や「点検支援技術性能カタログ（案）」を調査し、課題

に該当する技術を調べ、技術保有者に問い合わせることなどが考えられます。 

 また、職員による直営で点検を進めることにより課題解決を図る場合には、ドローン点検技術等を直営で

点検できるよう職員教育に取り組むほか、維持管理の技術を保有する企業から技術的支援等をもらうこ

とも考えられます。 

 さらに、国等の技術実装支援などの情報にもアンテナを高く張っておくほか、インフラメンテナンスに係る情報

として、地方整備局や大学の有識者、インフラメンテナンス国民会議地方フォーラム等窓口に問い合わ

せることも解決の糸口をつかむきっかけとなることが期待されます。 

 

本手引きの巻末（参考資料）に、具体的な情報収集先のWEB サイトや、地方整備局などの問合せ先に

ついて記載しています。まずはWEBサイト・問合せ先から、情報収集をおこなってみましょう。 

相談先・情報参照先を参考資
料に明記（巻末）
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「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

6

Ⅱ．新技術導入の手順

「新技術等に関する情報収集」における重要事項

専門家・企業に相談する２

 現状の問題意識に合った新技術等があるかを探す際には、パソコンを使ったウェブ調査と専門家への相

談を並行して行うようにしましょう。

 専門家に相談する際には、何が課題であるのかを明確に伝えるようにしましょう。

専
門
家
・
企
業
へ
の
相
談

コンサルタントに相談

地方整備局、開発局等へ
相談

インフラメンテナンス国民会
議の公認フォーラムへ相談

地域の大学（土木系の学
科）に相談

 自治体Bの職員は道路面の点検業務をいかに効率化するかという課題意識を持っていた。
 そんなおり、戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）のイベントに参加したところ、課題を解決でき
るかもしれない研究成果を持つ大学の先生と出会い、その結果、新技術の共同開発まで行きついた。

 専門家との接点を増やすことで、自身のニーズに合うプレイヤーと出会う確率を上げることが重要です。

事例：明確な課題意識が専門家との協働に繋がった

 新技術に関心のある、国・公共団体・企業等が集まってい

るため検討の初期段階に相談するのに向いています。

 都道府県や政令市等で普段から地方整備局、開発局と

接点がある主体が相談するのに向いています。

 全国で事業を展開する建設コンサルタント、新たな取組に
前向きな建設コンサルタント、技術面の知見があるシンクタ
ンク・コンサルティング会社に相談するのも手です。

 地域の大学に土木系の学科がある場合には相談してみる

と協働に繋がる可能性があります。

 インフラメンテナンス国民会議は、① 革新的技術の発掘と社会実装、② 企業等の連携の促進、③
地方自治体への支援、④ インフラメンテナンスの理念の普及、⑤ インフラメンテナンスへの市民参画
の推進を目的として、趣旨に賛同し活動に意欲のある企業、研究機関、施設管理者、市民団体等
が連携するプラットフォームです。

紹介：インフラメンテナンス国民会議

マッチングイベントに参加／
マッチングイベントを実施

 イベントに参加／イベントを実施し、自治体の具体的な課

題を企業に直接伝えることも有効です。

・参照先URL
・ピッチイベントの事例
・その他、情報入手先の例
を追加
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「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

自治体事例を追加



2021.2.12「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

7

Ⅱ．新技術導入の手順

「入手情報から導入可否及び導入方法を判断」における重要事項

団体内での導入可否の判断基準・必要情報を明確化する３

 導入可否の判断に向けて、自治体内で抱える課題の解決のためには何を判断基準とし、そのためにど

ういった情報をどのように収集すべきかを整理しましょう。

何
が
課
題
で
あ
る
か

十分に点検ができていな

かった箇所の点検をしたい

点検コストを削減したい

点検業務を効率化し、現
場職員の負担を減らしたい

新技術による点検可能範囲情

報（例：機器スペック等）

新技術導入によるコスト削減効

果（例：1橋あたりのコスト等）

新技術導入による現場職員の

業務時間削減効果

自治体で抱える悩み 必要となる情報 情報収集先

 建設コンサル等から、機器・システムの詳細スペック、フィールド試験よる精度検証結果、効果シミュ
レーション結果等、導入可否に役立つ定量的な情報を取得することが大切です。

 特に、データを取得できる技術を活用する場合、従来の維持管理業務のデータと比較可能なデータ
形式なのかを確認することが重要です。

 その他、業務効率化については、点検要領、点検診断ガイドラインのどの項目が効率化できるか等詳
細情報を確認することが求められます。

ポイント：建設コンサル等から、スペック・精度・効果に関する具体的な情報を取得しましょう

 自治体Cは建設コンサルから、「新技術導入による点検可能範囲」や「点検コスト削減効果のシ
ミュレーション結果」等具体的かつ定量的な情報を収集し、新技術が自治体の抱える課題解決
に資するものであると判断することが可能となった。

事例：建設コンサルによるシミュレーション結果から、コスト削減効果を把握し導入可否を検討

 特に新技術導入により満たすべき点検精度について、自治体内のみで判断することが難しい場合は、
学識・研究機関の関係者を巻き込みながら新技術の機器・システムが備えるべき技術要件、機器ス
ペック等を決定していくことで、明確な判断基準に基づく導入の可否判断が可能となります。

ポイント：導入可否の判断には学識の方・研究機関関係者を巻き込むことも効果的です

 自治体Dでは、ロボット技術・ドローンによる橋梁点検実施を検討していたが、点検における機器
の性能基準がわからず困っていた。そこで省庁、大学、都道府県を巻き込み検討会を開催し、
「点検指針（案）」及び「機器技術要件」を決定し、スムーズな導入可否判断を行うことが可能
となった。

事例：省庁関係者等を含む検討会により、点検指針（案）、技術要件を決定

学識・
研究機関

建設コンサル

コーディネーター

新技術導入実績の
ある先進自治体

・
・
・

・
・
・

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

導入可否・導入後の評価の際、「有
効性」「コスト削減」「業務量削減」の
３つを判断基準の例として明示

62

新技術だけではなく既存技術も
含めた中で、適切な技術を活用

することを明記



2021.2.12「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

8

Ⅱ．新技術導入の手順

「入手情報から導入可否及び導入方法を判断」における重要事項

課題にマッチした新技術の有無によって適切な導入方法を判断する４

新
技
術
の
導
入
方
法

共同開発

現場試行

総合評価落札
方式やプロポーザ
ル方式等による
調達

 明確化した課題の解決に資すると思われる新技術が見つからない

場合に適している方法

 大学や研究機関と組んで新技術の開発から実施（インフラ管理者

は実証するための現場の提供などを行う）

 明確化した課題の解決に資すると思われる新技術は見つかったもの

の「いきなり調達するのは組織として難しい」「管理下にある現場で

実際の効果を確認してから調達したい」という場合に適している方法

 管理下にある現場で企業とともに使い勝手を評価

 新技術の使い勝手をある程度理解している場合に適している方法

 通常の維持管理業務と同様の位置づけで調達を実施（ただし、

仕様の確定は提案者と協議のうえで実施。なお、共通的な仕様書

が定まってきた段階で当該技術は“新技術”ではなくなり、通常の入

札で調達されるようになると想定されます。）

 課題にマッチした新技術の有無、新技術の普及度合いなどを踏まえて、どのような方法で新技術を導

入するのが良いか判断しましょう。

 新技術は、他のインフラ管理者を含め導入実績が少ないケースが多いと想定されます。そのような新
技術については、使い勝手や効果を確認したうえで調達することが重要です。そのためには、現場試
行を行うことが現実的です。

 同様に、新技術の開発が必要な場合は、インフラ管理者として新技術開発企業に積極的に現場を
提供することで、企業の役に立ちながらも管理下のフィールドで使い勝手や効果を確認するようにしま
しょう。

ポイント：一定の導入実績を有する技術が見当たらない場合は、
共同開発・現場試行を行うのが現実的です

 自治体Eでは、ドローンによる橋梁点検実施を検討していたが、まずは企業と組んで実証を行うこ
ととした。このとき、実証期間については企業からドローンを無償で借り、実際に調達する場合には
購入する方針とした。

 自治体Eの担当者は、「本格導入前に実証設けることが重要」と考えており、試行的にドローンを
活用した点検を行って技術的な評価を行ったうえで本格導入を進める予定である。

事例：現場試行を経て直営業務に新技術を導入

新技術を導入したいけど、
他自治体での実績も少なく、
本当に効果的なのか
わからないな。。 自治体

新技術
開発企業

 本格導入前に新技術導入によ
る効果を検証することが可能

 コスト負担が少ない

 開発した新技術の適用フィール
ドの確保が可能

 新技術運用に向けたプロモー
ション

メリット

現場試行実施

自治体
御担当者様

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

72ページに記載

63

・自治体事例
を追加
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9

Ⅱ．新技術導入の手順

「導入の意志決定及び予算獲得に向けた説明」における重要事項

新技術導入効果を定量的に整理した庁内説明資料を準備する５

 予算獲得に向けた財政等関係部署等への説明においては、新技術導入による効果をできるだけ定量

的に整理した説明資料を用意することが効果的です。

 また、実導入に向けた課題と対応策、スケジュール等も記載できると良いでしょう。

説
明
資
料
の
記
載
内
容
（
例
）

技術概要

点検コストの削減効果

点検業務効率化効果

実導入に向けた課題・対応策
及びスケジュール

 劣化要因、健全度の判定ロジック、判定種類

 コスト削減シミュレーション結果

 現行業務フローと導入後業務フローの比較

 現場職員の業務時間削減効果

 精度検証方法、データ管理方法

 組織体制

 自治体Fは建設コンサルから、具体的な新技術導入可能範囲や点検コスト削減効果のシミュレー
ション結果等定量的な情報を収集し、新技術が自治体の抱える課題解決に資するものであると判断
することが可能となった。

事例：庁内向け新技術導入効果説明資料を作成し、円滑な関係部局との調整を実現

 新技術の導入においては、従来手法と比較してイニシャルコストが高くつくこともあります。そのため、コス
ト削減効果は短期的・直接的な効果のみならず、長期的・間接的な効果も整理することが求められ
ます。例えば、新技術導入によるライフサイクルコストを試算し、長期的なコスト削減効果を示すことも
有効です。

 ライフサイクルコストとは、初期にかかるコストと継続的にかかるコストからなります。初期にかかるコストは
システムの構築費用やセンサーの設置費用などであり、継続的にかかるコストは通信費用やメンテナン
ス費用、システムの保守費用などです。

 なお、ライフサイクルコストの算定は、新技術を導入する企業に相談しつつ、必要な情報を提供しても
らいながら行うことが重要です。

ポイント：ライフサイクルコスト等、長期的な新技術導入効果を示すことも有効です

システム概要 コスト削減効果

Before After

●●万円 ●●万円

精度検証結果

A橋
・・・

既往 新技術

×× ●●
・・・ ・・・

正答率=●●%

 判定の仕組み

●劣化要因判定種類

●健全度判定種類

・・・

・・・

・
・
・

・
・
・

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

導入可否・導入後の評価の
際、「有効性」「コスト削減」「業
務量削減」の３つを判断基準の

例として明示

64

会計検査院による指摘を例示し、新技術を
導入しなかった場合のリスクを明示
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Ⅱ．新技術導入の手順

「導入の意志決定及び予算獲得に向けた説明」における重要事項

庁内他部署や他機関と連携し、協力体制を築く６

 導入の意志決定や予算獲得に向けては、庁内の他部署や建設コンサル・大学等の他機関と連携し、

協力体制を築き、活動を円滑に進めていきましょう。

 インフラ維持管理におけるドローン、AIシステム等新技術の活用は自治体にとって、“先進的な取り組
み”としてアピールできます。そのため、自治体の情報発信を行う広報課等の部局・課室との連携が有
効です。

 また、政策推進課等に自治体の政策との整合性を確認してもらい、活動の後押しを受けることも効
果的です。

ポイント：庁内の広報課、政策推進課等との連携も効果的です

 自治体Gの道路整備課では、ドローンを活用した橋梁点検業務の実施を検討しており、予算獲
得に向けた庁内説明の準備を進めていました。その中でドローンを活用して市のプロモーションを実
施している政策推進課から注目され、道路整備課の取組を後押ししてくれたことで、首長も含め
た協力体制を築くことが可能となり、スムーズな予算獲得に繋がりました。

事例：省庁関係者等を含む検討会により、点検指針（案）、技術要件を決定

 自治体で新技術を導入する際には、建設コンサル、大学等から技術面からの情報提供等のサポート
を受けながら取組を推進していくケースが多く、各関係者が協定締結等を通じて協力体制を築いてい
くことで、スムーズな導入の意思決定及び予算獲得が実現することが期待されます。

ポイント：連携包括協定締結等による建設コンサル、大学等との連携も有効です

 自治体Hでは、画像認識AIを活用した路面劣化状況管理の実証実施に向けた取組を進めてい
ました。

 自治体Hは地元大学と包括連携協定を締結しており、組織として相互に協力する方針があったこ
とから、大学と協力体制を築き、スムーズに実証を進められることが可能となりました。

 担当者も「予算要求資料やプレゼンの質の高さも大事だが、財政部局や大学も含めた関係者間
の日頃からの信頼関係の構築が非常に重要であった」と振り返っています。

事例：大学との連携包括協定によりスムーズに取組を実施

自治体
画像データ提供、
予算獲得

大学
画像分析実施、
各種情報提供

連携包括協定

庁内説明資料等
を用いて相談

庁内説明等におけ
る取組の後押し

広報課
政策推進課

御担当者様

インフラ維持管理におけ
る先進的な取組としてア
ピールができる！

取組の推進に向けて
庁内の協力体制を
築きたい…

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

65

道路事業の補助要件
となる旨追加

情報交換をするコンサルタントは
「契約しているコンサルタント」

として記載
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「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

財務部局との調整
を特出し

長期的・間接的な
効果を整理する重
要性を記載

自治体事例を追
加
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Ⅱ．新技術導入の手順

新技術の導入効果を客観的に評価するために、
大学や研究機関の有識者を含めた体制を構築する

７

 共同開発の目的は利便性の高い新技術を開発することであり、現場試行の目的は新技術の使い勝

手を評価することです。なお、現場試行について、最初は、小規模に一部の点検項目について行い、技

術的課題の解決につなげるという使い方も有用です。

 双方に共通する要素として、対象となる新技術を実際に使ったうえで、その効果や適用範囲を整理し、

次年度以降に調達対象となり得るのか否かを判断することが挙げられます。

 上記目的を踏まえ、客観的な技術評価をするために、企業に加え、可能な限り有識者にも参画いただ

くことが望ましいです。加えて、将来的に新技術を活用する可能性がある地場の建設コンサルや建設業

者にも声がけし、現場を見てもらうことで業界を巻き込んで新技術への理解醸成を図ることが重要です。

 共同開発・現場試行では、新技術の操作性等を確かめるだけでなく、点検精度の向上や作業効率
の向上、コストの縮減等の定量的な効果を検証する必要があります。

 点検精度と作業効率の検証を行うために、従来手法による点検を並行して行い、点検結果や点検
に必要な作業量を比較しましょう。

 なお、新技術による維持管理業務では、データを扱うケースが多いと想定されますが、ソフトウェア管理
体制やPCのスペック面から管理者側で適切にデータを扱うことができるかどうかは事前に確認が必要で
す。

ポイント：従来手法の点検を並行して行い、新技術と比較しましょう

「共同開発・現場試行」における重要事項

 自治体Iは、橋梁点検のコストを削減したいというニーズを抱えていた。
 都道府県の担当者と意見交換を行った際に、地域の大学が戦略的イノベーション創造プログラム
（SIP）のドローン点検に係る実証フィールドを探しているという話を伺い、協同して現場試行を行う
ことになった。

 地域の大学は、機器の選定や性能評価等の技術的な分野について力強いパートナーとなった。

事例：都道府県の担当者との交流が大学との協働に繋がった

 インフラメンテナンス国民会議には、大学や研究機関の有識者もメンバーとして加わっており、各地域
では有識者による公認フォーラムも設けられています。

 大学などとの既存ネットワークがない場合は、インフラメンテナンス国民会議に協力を依頼することも有
効です。

ポイント：インフラメンテナンス国民会議を活用しましょう

〇
〇
〇

従来手法 新技術

点検精度 ―
AIによる劣化要因診断
正答率は△△%

点検時間 ●●時間 △△時間

点検コスト ●●万円 △△万円

従来手法に比べて現
場職員の負担も軽減
され、点検精度も
担保されていることが
確認できた！

現場試行による新技術と従来手法の比較結果

自治体
御担当者様

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

「導入後の評価」は79ページに記載

67
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8

Ⅱ．新技術導入の手順

「入手情報から導入可否及び導入方法を判断」における重要事項

課題にマッチした新技術の有無によって適切な導入方法を判断する４

新
技
術
の
導
入
方
法

共同開発

現場試行

総合評価落札
方式やプロポーザ
ル方式等による
調達

 明確化した課題の解決に資すると思われる新技術が見つからない

場合に適している方法

 大学や研究機関と組んで新技術の開発から実施（インフラ管理者

は実証するための現場の提供などを行う）

 明確化した課題の解決に資すると思われる新技術は見つかったもの

の「いきなり調達するのは組織として難しい」「管理下にある現場で

実際の効果を確認してから調達したい」という場合に適している方法

 管理下にある現場で企業とともに使い勝手を評価

 新技術の使い勝手をある程度理解している場合に適している方法

 通常の維持管理業務と同様の位置づけで調達を実施（ただし、

仕様の確定は提案者と協議のうえで実施。なお、共通的な仕様書

が定まってきた段階で当該技術は“新技術”ではなくなり、通常の入

札で調達されるようになると想定されます。）

 課題にマッチした新技術の有無、新技術の普及度合いなどを踏まえて、どのような方法で新技術を導

入するのが良いか判断しましょう。

 新技術は、他のインフラ管理者を含め導入実績が少ないケースが多いと想定されます。そのような新
技術については、使い勝手や効果を確認したうえで調達することが重要です。そのためには、現場試
行を行うことが現実的です。

 同様に、新技術の開発が必要な場合は、インフラ管理者として新技術開発企業に積極的に現場を
提供することで、企業の役に立ちながらも管理下のフィールドで使い勝手や効果を確認するようにしま
しょう。

ポイント：一定の導入実績を有する技術が見当たらない場合は、
共同開発・現場試行を行うのが現実的です

 自治体Eでは、ドローンによる橋梁点検実施を検討していたが、まずは企業と組んで実証を行うこ
ととした。このとき、実証期間については企業からドローンを無償で借り、実際に調達する場合には
購入する方針とした。

 自治体Eの担当者は、「本格導入前に実証設けることが重要」と考えており、試行的にドローンを
活用した点検を行って技術的な評価を行ったうえで本格導入を進める予定である。

事例：現場試行を経て直営業務に新技術を導入

新技術を導入したいけど、
他自治体での実績も少なく、
本当に効果的なのか
わからないな。。 自治体

新技術
開発企業

 本格導入前に新技術導入によ
る効果を検証することが可能

 コスト負担が少ない

 開発した新技術の適用フィール
ドの確保が可能

 新技術運用に向けたプロモー
ション

メリット

現場試行実施

自治体
御担当者様

共同開発・現場試行をわかりや
すく整理
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民間企業提案型と官庁呼び込
み型を定義
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共同開発を導入する考
えを具体的に明記

自治体事例を追加



現場試行を導入するス
テップを具体的に明記

2021.2.12「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」
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「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

現場試行のステップを具
体化

自治体事例を追加
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「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

プロポーザル方式に加え、
総合評価落札方式、
価格競争方式、
機材のみを調達
の各方式を明記

本格導入として、
業務委託
機材調達

包括的民間委託
の考え方等を明示
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プロポーザル方式に加え、
総合評価落札方式、
価格競争方式、
機材のみを調達
の各方式を明記
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Ⅱ．新技術導入の手順

「調達」における重要事項

プロポーザル方式等によって調達する
（プロポーザル方式による調達が理想的）

 プロポーザル方式による調達を実施したことがない管理者や、実施したことはあっても新技術の調達で
は不安がある管理者は、すでに導入実績のあるほかの管理者にヒアリングするのも手です。

 同様に、標準歩掛がない技術について、土木分野の専門家（大学の研究者、国の研究機関職員
など）に相談したうえで金額規模を絞り込むことも有効です。

ポイント：困りごとは新技術導入経験があるインフラ管理者や専門家に相談するのも有効

 新技術の活用可能性がある維持管理業務について、管理者側で事前に十分な見通しを持つことが難

しく仕様の確定が困難な場合は、プロポーザル方式にて調達することが理想的です。

 建設コンサルは自治体のニーズを把握し、適切な技術を紹介することができる立場にあります。
 一方で、新技術開発企業は実際に点検を行わないこともありますが、そのような場合、新技術開発
企業としては、インフラ管理者ではなく建設コンサルと連携したほうが良いケースもあります。

 新技術開発企業がインフラ管理者に営業に来た場合は、建設コンサルも巻き込んで検討をすすめる
べきことを助言するようにしましょう。

ポイント：地域の建設コンサルが新技術を活用できるようになることが重要

事
前
準
備

手
続
き
開
始
の
公
示

参
加
表
明
の
受
付

技
術
提
案
書
提
出
者
の
選
定

選
定
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知
・
提
案
書
要
請

提
案
書
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付

提
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書
評
価
・
特
定

契
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締
結

※プロポーザル方式の具体的な実施手順については国土交通省のホームページをご確認ください。

http://www.mlit.go.jp/tec/nyuusatu/keiyaku/201511/151124guideline.pdf

 自治体側で仕様書の作成が難しい段階ではプロポーザル方式によって調達することが理想的ですが、
ある程度普及が進み、仕様書の事例がある新技術については総合評価落札方式を活用した調達を
行うことも検討することが考えられます。

 その後、さらに普及が進み、積算基準が整備された段階では、価格競争方式により調達されるように
なるものと想定されます。

ポイント：導入実績が一定程度増えてきた技術については総合評価落札方式を適用する

８
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「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」
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Ⅱ．新技術導入の手順

「調達」における重要事項

プロポーザル方式等によって調達する
（プロポーザル方式による調達が理想的）

 プロポーザル方式による調達を実施したことがない管理者や、実施したことはあっても新技術の調達で
は不安がある管理者は、すでに導入実績のあるほかの管理者にヒアリングするのも手です。

 同様に、標準歩掛がない技術について、土木分野の専門家（大学の研究者、国の研究機関職員
など）に相談したうえで金額規模を絞り込むことも有効です。

ポイント：困りごとは新技術導入経験があるインフラ管理者や専門家に相談するのも有効

 新技術の活用可能性がある維持管理業務について、管理者側で事前に十分な見通しを持つことが難

しく仕様の確定が困難な場合は、プロポーザル方式にて調達することが理想的です。

 建設コンサルは自治体のニーズを把握し、適切な技術を紹介することができる立場にあります。
 一方で、新技術開発企業は実際に点検を行わないこともありますが、そのような場合、新技術開発
企業としては、インフラ管理者ではなく建設コンサルと連携したほうが良いケースもあります。

 新技術開発企業がインフラ管理者に営業に来た場合は、建設コンサルも巻き込んで検討をすすめる
べきことを助言するようにしましょう。

ポイント：地域の建設コンサルが新技術を活用できるようになることが重要

事
前
準
備

手
続
き
開
始
の
公
示

参
加
表
明
の
受
付

技
術
提
案
書
提
出
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の
選
定
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定
通
知
・
提
案
書
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請

提
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付

提
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・
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※プロポーザル方式の具体的な実施手順については国土交通省のホームページをご確認ください。

http://www.mlit.go.jp/tec/nyuusatu/keiyaku/201511/151124guideline.pdf

 自治体側で仕様書の作成が難しい段階ではプロポーザル方式によって調達することが理想的ですが、
ある程度普及が進み、仕様書の事例がある新技術については総合評価落札方式を活用した調達を
行うことも検討することが考えられます。

 その後、さらに普及が進み、積算基準が整備された段階では、価格競争方式により調達されるように
なるものと想定されます。

ポイント：導入実績が一定程度増えてきた技術については総合評価落札方式を適用する

８

プロポーザルのガイドライン
を例示
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「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

自治体事例追加

現在の導入方法の
課題を追加
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「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

包括的民間委託による新技術導入の可能
性について言及

76



2021.2.12「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

13

Ⅱ．新技術導入の手順

「新技術の実導入」における重要事項

現場職員に新技術の使い方を理解してもらう
※直営で維持管理業務を実施する場合

９

 新技術を使用した経験が少なく、導入に前向きになれない現場職員がいる可能性があります。

 一方で、運用を一部の職員に依存すると、異動時に新技術を使える人が居なくなってしまいます。

 実導入にあたっては、全職員に新技術の使い方を理解してもらうための仕組みを作りましょう。

新
技
術
の
理
解
促
進
の
仕
組
み

体験会・現地説明会を行う

全体説明会を行う

操作方法の手順書を作成
する

 新技術を使用した経験が少ない現場職員の理解を深め

るために、必ず行うようにしましょう。

 はじめて新技術を活用する際、困りごとが生じた時のため

に図や写真を多く使った文書を準備しましょう。

 実際に新技術に触れ業務効率が大幅に上がることを体

感すれば、現場職員も導入に前向きになることができます。

 自治体Jでは、スマートフォンで管理インフラの写真を撮影しクラウド上で共有することで、日常点検を
効率化しようとしていた。

 迅速に写真を共有するためには、現場に足を運ぶ全職員が操作方法を理解する必要があった。
 そこで、現場職員の理解促進に向け、全職員を対象とした説明会と現地説明会を行うとともに、ス
マートフォンの操作方法を詳細に記載した手順書を作成した。手順書では、スマートフォンのトップ画
面からどのアイコンをタップし、どのような操作をすればいいのかを全プロセスについて詳細に記載した。

 操作方法を理解し、業務効率が向上することを体感することで、現場職員は新技術の導入に前向き
になることができた。

事例：全体説明会や手順書の作成により全職員の理解促進に成功した

 一般的に、現場職員は、従来の手法で維持管理業務を行い続けることを好むケースが多いと考えら
れます。

 そのような層に新技術を活用することのメリットを理解してもらうためには、実際に使ってもらうことが一
番効果的です。

 なお、現場職員の巻き込みを進める際には、インフラ管理者が抱える課題認識についてもあわせて伝
えることで、新技術を活用することの必要性・必然性についても丁寧に説明することを心がけましょう。

ポイント：新技術への抵抗感を減らすためには実際に使ってもらうのが一番効果的です

現場職員への新技術活用に
向けた研修会の実施

現場職員への新技術
活用機会の創出

AIシステムの
操作

ドローン機器
の操作

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

77

わかりやすく整理
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14

Ⅱ．新技術導入の手順

「新技術の実導入」における重要事項

新技術を用いた点検データを管理できる体制を整える10

 新技術を用いて点検業務を行った場合、点検結果が紙媒体ではなく電子データで手に入るようになる

可能性があります。

 電子データを適切に管理できるように、管理方法の確立、職員への使い方の周知、システムの整備を

行いましょう。

 複数社の新技術を活用する場合、各社が開発するシステムの互換性がなく、データを連携できない
可能性があることには注意が必要です。

 また、年度ごとに異なる新技術を使用した場合、使用するシステムが異なり劣化状況の経年比較を
行うことが難しい場合があります。

 複数社の新技術を活用する場合、データ形式やシステムの互換性について、技術提供企業や建設
コンサルと具体的に話し合うようにしましょう。

ポイント：複数者の新技術を活用する場合、
データ形式やシステムの互換性の有無を確認しましょう

電
子
デ
ー
タ
の
管
理
体
制
の
整
備

職員への使い方の周知

管理方法の確立

システムの整備

 維持管理業務担当者全員が電子データの使い
方を理解できているかを確認

 新技術への移行以前の紙媒体による点検記
録をどのように管理するかを確認

 電子データをどのように保存し、点検記録を経
年比較するかを確認

 既存のPCで容量の大きい電子データを利用可
能かを確認

 使用するソフトウェアをインストール可能かを確認
（クラウド等はセキュリティにより使用できない場
合がある）

 自治体Kでは、i-Constructionの取組の一環で点群データを収集しており、その利活用方法に
ついて検討を行っていました。

 そこで、複数の技術提供企業とマッチングを行い、点群データを利活用する新技術の実証を行うこ
とになりました。

 マッチングに成功した各社がそれぞれ技術開発を行い、複数のインフラにおいて効果的な点群デー
タの利活用方法が提案されました。

 しかし、各社が開発した新技術はシステムの互換性がなく、一つのプラットフォームで一元的に管理
できないことが、課題となりました。

 データの価値を最大限に活用するためにも、データを管理する自治体は、必要なデータ形式や既
存システムとの互換性について、事前に技術提供企業と調整を行う必要があります。

事例：点群データの利活用においてもシステムの互換性が課題となった

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」
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「データ所有権」に係
る留意事項を記載
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Ⅱ．新技術導入の手順

「導入後の評価」における重要事項

KPI （目標の達成度合いを計測するための指標）を定め、
新技術導入前後の違いを具体的に把握する

11

 維持管理業務への新技術導入により、従来の方法と比較して何が変わるのかを予めKPIを定めて計

測できるようにしておきましょう。

 新技術導入により国や自治体が定める維持管理の水準を達成することが必要であり、新技術導入直

後から個々のKPI達成が目標ではありませんが、未達成のKPIがある場合には、その原因を分析するこ

とが重要です。その結果、新技術導入の効果を高める改善策が得られたり、KPI自体の選択や目標水

準に関する見直しが明確になったりします。 KPI設定（例）

K
P
I

設
定
の
視
点

点検の精度

点検の実施規模

点検に必要となる労力及び業務
時間

点検に必要となるコスト

その他新技術導入による波及効
果  地域の建設土木業の従事者の意識変化

 損傷部位の把握レベル

 インフラ箇所数や総延長

 従来方法では困難であった点検対象部位

 工程別（計画準備,現地踏査,点検、調書作成等）

の人日

 人件費

 直接経費（機械費、仮設費、電子成果品作成費等）

 新技術の導入では、従来の方法と比較して、点検業務のプロセスが大きく変わり、各段階で必要とな
る労力や時間も変化します。例えば、従来の手法に比較して、現場での点検作業に掛かる労力や時
間は大きく削減されても、膨大な点検データの整理と解析に、これまで以上に労力や時間が掛かるこ
とも考えられます。新技術導入による変化は業務プロセス全体に渡る把握と一定期間での把握が必
要です。

ポイント：新技術導入による変化は業務プロセス全体に渡る把握と一定期間での把握が必要

 自治体Lは、ロボットを用いた橋梁点検の導入を検討する際に、点検精度に関するKPIを設定するた
めの検討会を開催しました。

 検討会では、点検要綱から新技術の要求性能を具体的に棚卸し、「部材ごとの損傷箇所の検出性
能」「損傷幅の計測性能」などの評価項目と、各項目におけるABC評価の基準を決定しました。

 フィールド試験終了後に各項目の評価を表形式で整理することで、新技術導入による点検精度の向
上効果を総合的に判断することができました。

事例：導入検討時に委員会を開催し、点検精度に関する具体的なKPIを設定

点検・モニタリング データ解析・診断

現場での点検作業に掛
かる労力や時間が大きく
削減

膨大な点検データの整理と
解析に、これまで以上に労
力や時間が掛かる

新技術導入による
“業務プロセス全体
に渡る効果”の
把握が必要

新技術導入により、
一部プロセスでは
逆に労力・時間を
要するケースも考
えられます

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」
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自治体職員が読むことを前提に、横文字は
極力使わず、読みやすい表現に修正

導入可否・導入後の評価の際、「有
効性」「コスト削減」「業務量削減」の
３つを判断基準の例として明示
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Ⅱ．新技術導入の手順

「技術自体や運用面の改善・改良」における重要事項

KPI （目標の達成度合いを計測するための指標）の結果や
現場の声を踏まえて改善点・改良点を明らかにする

12

 新技術を活用した維持管理業務は、一度やってみて終わりではなく、技術面・運用面で改善・改良を

図りながら中長期的に効率化を進めていくべきものです。

 まずは、インフラ管理者内で、KPIの結果や現場の声を踏まえてどのような改善点・改良点があるか棚

卸を行ったうえで、必要に応じて建設コンサルや技術開発企業にフィードバックするようにしましょう。

 特に、運用面に関する改善点・改良点の明確化においては、実際に維持管理業務を実施した建設コ

ンサル・職員も含めてどのような業務プロセスであればより一層の効率化が図れるかを議論しましょう。

 新技術を普及させるためには、その技術を多くの企業が使うことができる状態にする必要があります。そ
のためにも、特定の企業のみが活用できるものではなく、できるだけ汎用的なものを開発するように企
業に働きかけることが必要です。例えば、データの管理方式・読み取り方式、ハードウェアの互換性など
について汎用的なものとなるようにフィードバックを行うことが考えられます。

ポイント：複数社が活用できる技術であることが重要

 技術や運用面の改善点・改良点を明確化するには、現場の状況を把握することがなによりも重要で
す。そのためにも、インフラ管理者、新技術開発企業、実際に維持管理業務を行った建設コンサルや
職員を含めた会議を行うことなどを検討すべきです。

ポイント：改善点・改良点の明確化には技術活用側の声を集めることも重要

改
善
点
・
改
良
点
の
観
点

技術開発

でカバーで

きるもの

運用面で

カバーでき

るもの

 精度の向上

 機器の持ち運びやすさの向上（小型化、軽量化など）

 システムの使いやすさの向上（ユーザーインターフェースの簡素化など）

 コストの低減

 維持管理業務の準備プロセスの効率化（新技術活用のマニュアル作成など）

 新技術の活用範囲の拡大または縮小による全体工程の効率化

 業務ノウハウがインフラ管理者側にも残るような仕組みの検討（定期的に業務

実施企業と報告会議を設けるなど）

 新技術を活用した維持管理業務を行った結果、業務がブラックボックス化するといった事態は避けなけ
ればなりません。

 インフラ管理者側で新技術の原理について建設コンサルや技術開発企業からレクチャーを受けるととも
に、業務の結果についても万が一の場合は自身で評価ができるように定期的に学習の機会を設ける
ことを検討しましょう。

ポイント：点検ノウハウを管理者側に蓄積することが重要

新技術開
発企業新技術

△ 特定の企業・自治体のみが新技術を活用可能 ◎ 多くの企業・自治体が新技術を横展開して活用可能

企業A

新技術 企業B

企業C

80
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事例集として、具体的
に追記
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「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所
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事例集として、具体的に追
記
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「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

事例集として、具体的に追
記
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「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

事例集として、具体的に追
記



86

「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

事例集として、具体的に追
記
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「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

事例集として、具体的に追
記
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「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

事例集として、具体的に追
記

【参考 分離発注・包括的民間委託検討】 熊本県玉名市 

維持管理に関する基礎情報 

 インフラ保有量 

 管理延長：845km、橋梁：833 か所 

 維持管理に係る職員数 

 土木課の人数は 26名（技術系17人、事務系9人）。 

 土木係（改築を担当）が５人、道路メンテナンス係が５人、橋梁メンテナンス係が５人、維持係

（日常維持管理、苦情対応を担当）が４人、管理係（道路・橋梁以外の管理を担当）７人 

 維持管理に係る予算 

 土木課全体で約 10 億円/年。うち新設・改良が約 2.5 億円/年。その他維持管理関係で約 7.5

億円/年程度。 

 橋梁維持管理：約1.2億円/年程度。 

 

経緯 

 平成 28年頃～ 

 橋梁のメンテナンスサイクルが義務化されたことをきっかけに、従前から担当課において人財や予算等の

危機感を上層部等に伝えてきた。 

 平成 29年頃～ 

 橋梁すべてをエクセルで管理しており、診断レベルを整理したりしている。また、記録するシステムで、市

内の全橋梁の位置情報プロットし、レビューすると写真や点検記録、諸元などが分かるシステムを構築

した。 

 断面修復などの補修設計の際、個別橋梁ごとに直営で工法を検討する「分離発注」の取組を進めて

きた。前年からのコスト縮減額を整理しも算出し財政部局に示してきた。また、その取り組みにより余剰

となった費用を、研究費等の単費で要求してきている。 

 令和2年以降 

 分離発注の取組により職員の負担が減ってきたことから、包括的民間委託の検討を開始した。まずは

除草等、地元業者が導入しやすい業務から包括委託の検討を開始している。 

 包括的民間委託を通じて、民間企業により新技術の導入が進み、課題解決が促進できると考えてい

る。 
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Ⅳ．参考情報

１. 関連するウェブサイト

２. 本手引きに関する問い合わせ先

国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課

〒１００ー８９１８

東京都千代田区霞が関２丁目１－３

電話：０３－５２５３－８２７１（直通）

活動名 URL

インフラメンテナンス新技術・体制等導入推進委員会
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/mainten
ance/03activity/03_01_04.html

インフラメンテナンス国民会議 http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/im/

戦略的イノベーション創造プログラム（SIP） https://www.jst.go.jp/sip/index.html

関連するインフラ 資料名 URL

インフラ全般

新技術利用のガイドライン（案）
（国土交通省）

https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/yob

ohozen/tenken/yobo5_1.pdf

建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル
方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン
（国土交通省）

http://www.mlit.go.jp/tec/nyuusatu/kei

yaku/201511/151124guideline.pdf

橋梁

ロボット技術を取り入れた橋梁点検指針(案) 
（地方自治体向け）
（岐阜大学）

http://me-unit.net/wp-

content/uploads/2017/01/20180425-

Bridge_Inspection_Guideline.pdf

ロボット技術を活用した橋梁点検指針(案）
（公益財団法人 鳥取県建設技術センター）

http://www.tctcplaza.or.jp/front/pages/

view/114

ダム

水中部点検におけるロボット活用マニュアル
（案）【ダム放流設備編】
（国土交通省）

https://www.mlit.go.jp/river/shishin_gu

ideline/dam8/pdf/suityubutenken_rob

ot_manual_houryu.pdf

水中部点検におけるロボット活用マニュアル
（案）【ダム堤体編】
（国土交通省）

https://www.mlit.go.jp/river/shishin_gu

ideline/dam8/pdf/suityubutenken_rob

ot_manual_dam.pdf

新技術の開発・導入に向けた活動関連

新技術の導入方法関連

2021.2.12「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所
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相談先を参考資料に明記
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相談先を参考資料に明記
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「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

補助事業に関する情報を
参考資料に明記



2021.2.12「インフラ維持管理における新技術導入の手引き（案）」 主な改定箇所

「手引き（素案）」「手引き（素案）」 「手引き（案）」「手引き（案）」

17

Ⅲ．あとがき

 私たちの生活を支えるインフラの老朽化が進む中、適切な維持管理を行うことの

重要性はますます高まっています。しかし、維持管理業務の担い手は減少傾向に

あり、管理者側のコスト負担も重いものとなっています。

 そして、足下のそのような状況が、今後改善されるかどうかは不確かです。インフラ

の老朽化は進む一方で、担い手の確保状況が大幅に改善することは現実的では

ないかもしれません。

 そのような状況を打開するかもしれないのが「新技術」です。「新技術」を活用する

ことにより、これまでよりも効率的に維持管理業務を行うことができれば、より多くの

インフラの長寿命化の実現が期待されます。

 では、「新技術」とは一体何かとなると、ドローンを活用した点検やビッグデータを活

用した健全度の診断などが挙げられますが、その多くが現在も研究・開発中のもの

です。

 しかし、待ったなしの状況下、研究・開発中の技術の熟度を早急に上げることが

求められます。そのためにも、できるだけ多くの自治体が「新技術」を「実際に使って

みる」ことが必要です。

 実際に「新技術」を使ってみると最初は様々な困難があるかもしれません。しかし、

中長期的に見れば、ライフサイクルコストの縮減、維持管理業務に係る人数の削

減、生産性の向上、データの活用等、インフラ管理者、点検実施主体双方にメ

リットをもたらすことが期待されます。それに加え、将来起こりかねない「インフラの荒

廃」の回避にも繋がります。

 そのような観点からも、今から「新技術」の活用を進め、技術進歩を促し、もってイ

ンフラ維持管理業務の高度化を実現することが重要であると信じています。

 本手引きは、そのような考えのもとで、「新技術」を「使ってみよう」と考える方々の

参考となるように作成されました。本手引きを参考に、できるだけ多くの管理者が

「新技術」の活用を進めていただきたいと願っています。

 最後に、本手引きを取りまとめるにあたって、ヒアリングにご協力いただいた皆様、

手引きの内容に対して貴重なご意見等をいただいた方々に対しまして、感謝の意

を表します。
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全体の内容を踏まえ
表現見直し
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今後の予定（案）

～R１ R２ R３～

第１サイクル

第２サイクル

【年度】

インフラメンテナンス
新技術・体制等導入

推進委員会

新技術導入促進WG

手引き(案)のブラッシュアップ社会資本メンテナンス
戦略小委員会

新技術導入促進ＷＧ

インフラメンテナンス
国民会議

革新的技術フォーラム

自治体支援フォーラム

イ
ン
フ
ラ
維
持
管
理
に
お
け
る
新
技
術
導
入

の
手
引
き(

案
）と
り
ま
と
め
・公
表

イ
ン
フ
ラ
維
持
管
理
に
お
け
る
新
技
術
導
入
の
手
引
き

改
定

イ
ン
フ
ラ
維
持
管
理
に
お
け
る
課
題
解
決

の
手
引
き(

素
案)

と
り
ま
と
め

連携

連携

3/24

第
５
回
委
員
会

10/9

第
４
回
委
員
会 現場試行

・静岡県静岡市
・山梨県北杜市


